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1転載禁止 東京電力株式会社

ホームページにおける情報発信

当社ホームページ＜トップページ＞当社ホームページ＜トップページ＞ ◆福島第一原子力発電所◆福島第一原子力発電所

 

モニタリングポストページモニタリングポストページ

◆福島第二原子力発電所◆福島第二原子力発電所

 

モニタリングポストページモニタリングポストページ



2転載禁止 東京電力株式会社

公表区分 考え方 地元自治体等への通報連絡 公表

区分A
・冷温停止状態の維持に影響を与えるもの
・周辺環境への影響が考えられるもの
・重大な人身災害（大量な放射線被ばくなど）

通報後、30分以内を目安に報道関係者へ一斉
メールで公表し、緊急記者会見で説明。

区分B

・冷温停止状態の維持に影響を与える可能性があ
るもの
・周辺環境への影響の可能性が排除できないもの
・社会的に重大な関心があるもの　等

通報後、30分以内を目安に報道関係者へ一斉
メールで公表し、定例会見で説明。
必要に応じ臨時会見を実施。

区分C
・発電所施設運営に軽度な影響を与えるもの
・社会的に大きな関心のあるもの　等

通報後、30分以内を目安に報道関係者へ一斉
メールで公表し、定例会見で説明。

区分D
・発電所施設運営に軽度な影響を与えるもの
・社会的に関心のあるもの　等

通報後、定例会見で説明。
必要に応じ報道関係者へ一斉メール。

区分E
・発電所施設運営に係る設備のごく軽度な故障
・計画作業、操作　等

・作業・操作の事前に通報実施
・開始、計画変更、終了時　等

通報後、定例会見で説明。

・発生確認後または判断後、30分以内を目安に通報
（FAX＋電話＋メール）を実施

＜適宜、続報＞
・応急処置実施内容、実施時期
・応急措置実施後（実施した場合）
・復旧時　　　　等

通報連絡内容をもとに報道関係者への

 
一斉メール作成・送信、並びに記者会見

トラブル等発生時の通報連絡、公表の流れ

トラブル等

発生

原災法25条報告
内容:

■ＦＡＸ送信日時：平成26年

○月○日１０時１９分

■件名：【その他】原災法第

○条―○報

■連絡内容：本日○時○分

頃、・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

【区分Ｂ】

東京電力からのご連絡

本メールは、事前に「深夜・早朝

における連絡先」の:■本メール

登録のお申し込みをいただいた

方にお知らせしています。

○本日（ 月 日） 時 分頃、

・・において、・・・・が発生しまし

た。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

以上

通報連絡文作成

 
国・自治体等へ発信

区分の判断

高

 
←

 
重

要

度

 
→

 
低

トラブル等発生時の自治体への通報連絡、ならびにマスコミへの公表
福島第一原子力発電所



3転載禁止 東京電力株式会社

公表区分 考え方 地元自治体等への通報連絡 公表

区分Ⅰ

法律に基づく報告事象等の重要な事象
・法律に基づく報告事象
　（発電所外への放射性物質の漏えい、
      非常用炉心冷却系の作動等）
・火災の発生　等

通報後、夜間・休祭日を問わず、速やかに公
表し、ホームページに掲載

区分Ⅱ

運転保守管理上、重要な事象
・安全上重要な機器等の軽度な故障
・管理区域内の放射性物質の軽度な漏えい
　（法律に基づく報告対象に該当しないもの）
　等

通報後、休祭日を問わず、速やかに公表
し、ホームページに掲載
夜間の場合は、翌朝準備が整い次第実施

区分Ⅲ

運転保守管理情報の内、信頼性を確保する
観点から速やかに公表する事象
・原子炉の安全に影響しない機器の故障
・人の負傷の発生　等

安全協定に基づく通報事象は、区分Ⅱと同様
に実施
それ以外は、翌日公表し、ホームページに掲
載

その他 上記以外の不適合事象
・日常修理　等

－ 発生した不適合について、ホームページに掲
載

・安全協定および通報連絡協定に基づき通報
（ＦＡＸ＋電話＋メール）を実施

＜第一報＞
・発生確認後または判断後、
・30分以内を目安に通報実施

＜続報＞
・事象のその後の経過について、
・適宜通報を実施

高

 
←

 
重

要

度

 
→

 
低

トラブル等発生時の通報連絡、公表の流れ

通報連絡文作成

 
国・自治体等へ発信

区分の判断
通報連絡内容をもとにプレス発表文

 
作成ならびに公表

協定に基づく通報

原子力発電所に関する送受信簿

■ＦＡＸ送信日時：

平成26年○月○日○時○分

■件名：○○○○○○

■内容：本日○時○分頃、

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

以上

プレス発表

福島第二原子力発電所にお

ける○○の発生について

平成２６年○月○日

東京電力株式会社

福島第二原子力発電所

本日○時○分頃、当所・・にお

いて、・・・・が発生しました。

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・ ・・・
以上

トラブル等

発生

トラブル等発生時の自治体への通報連絡、ならびにマスコミへの公表
福島第二原子力発電所



4転載禁止 東京電力株式会社

広報誌による情報発信

地元の皆さまに、発電所の状況をお伝えできるよう、自治体のご協力をいただき、広報誌への

 折り込み等を実施。（マスコミへの配布やホームページへの掲載も実施）

①自治体広報誌等への折込みの実施（Ａ４カラー版）

【楢葉町】４０００部

 

【富岡町】７４００部

【川内村】１３５０部

②役場窓口への設置、庁舎内での掲示（Ａ３カラー拡大版）

【楢葉町】いわき出張所内

【川内村】本庁舎内、郡山事務所内

【福島第二原子力発電所】【福島第一原子力発電所】

自治体広報誌等への折込みの実施（Ａ４カラー版）

【楢葉町】４０００部

 

【富岡町】７４００部

【川内村】１３５０部

ほか、葛尾村、浪江町、双葉町、大熊町、広野町、田村市

にも折り込み等を実施
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